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議論・執筆委員 閲読委員

会合 時期 分野 氏名 所属 氏名 所属

キックオフ 2024/3/11 横断 ― ― ― ―

第1回 2024/4/25
需要 岩船由美子

東京大学 東京大学生産技術研究所 教
授

下田吉之 大阪大学 大学院工学研究科 教授

電源 原亮一 北海道大学 情報科学研究院 准教授 中澤治久
火力原子力発電技術協会 エンジニアリン
グアドバイザー

クローズ
ドWS

2024/5/23 横断
杉山昌広
渡邊裕美子
白木裕斗※

東京大学 未来ビジョン研究センター 教授
株式会社Looop 戦略本部GX推進部 部長
名古屋大学大学院 環境学研究科 准教授

― ―

第2回 2024/6/17
PV 大関崇

産業技術総合研究所 太陽光システムチーム 
研究チーム長

加藤丈佳
名古屋大学 未来材料・システム研究所 
教授

風力 紺谷怜央 株式会社日立パワーソリューションズ 技師 本庄暢之
株式会社ジェイウインドサービス 代表取締
役社長

第3回 2024/9/9

HVD
C

中島達人 東京都市大学 電気電子通信工学科 教授 岡本浩
東京電力パワーグリッド株式会社 取締役
副社長

イ ン
バータ

馬場旬平
東京大学 大学院新領域創成科学研究科
教授

北條昌秀
徳島大学 大学院社会産業理工学研究
部 教授

第4回 2024/11/8
送電 山本敏之 関西電力送配電株式会社 企画部長 山口博

元東京電力ホールディングス株式会社 代
表執行役副社長技監

配電 飯岡大輔 中部大学 大学院工学研究科 教授 林泰弘 早稲田大学 理工学術院 教授

第5回 2025/1/20
分野
横断

山口容平 大阪大学 大学院工学研究科 准教授 伊藤一秀 九州大学 総合理工学研究院 教授 ★

杉山正和
東京大学 先端科学技術研究センター 所
長 ★

辻健 東京大学 大学院工学系研究科 教授 ★

江村 克己  福島国際研究教育機構(F-REI) 理事 ★ 矢部彰
新エネルギー・産業技術総合開発機構
TSCフェロー

中間シン
ポジウム

2025/4/15 ― ― ― ―
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議論・執筆委員 閲読委員

会合 時期 分野 氏名 所属 氏名 所属

第6回 2025/5/8
運用 河辺賢一 東京工業大学 工学院 准教授 餘利野直人 呉工業高等専門学校 校長

小売 渡邊裕美子
株式会社Looop 戦略本部GX推進部 部
長

五十嵐仁一 ENEOS総研株式会社 顧問 ★

第7回 2025/7/23

需要機
器

芳澤信哉
大阪大学大学院工学研究科環境エネル
ギー工学専攻 准教授

石亀篤司
大阪公立大学 大学院工学研究科 教
授

IT 石井英雄
早稲田大学 スマート社会技術融合研究
機構上級研究員(研究院教授)

奈良宏一
茨城大学名誉教授、福島工業高等専
門学校 名誉教授（元校長）

第8回 2025/9/29

解析I 辻隆男
横浜国立大学 数物・電子情報系 理工学
専攻 准教授

井上俊雄
富山大学工学部北陸電力共研講座
客員教授

北裕幸 北海道大学 情報科学研究院 教授

解析II 小宮山涼一 東京大学 大学院工学系研究科 教授 藤井康正 東京大学 工学系研究科 教授

第9回 2025/11/27

市場 山口順之
東京理科大学 工学部 電気工学科 教
授

浅野浩志
岐阜大学 地方創生エネルギーシステム
研究センター 特任教授/電力中央研
究所 研究アドバイザー

政策 杉山昌広 東京大学 未来ビジョン研究センター 教授 戸田直樹
東京電力ホールディングス株式会社 経
営技術戦略研究所 経営戦略調査室 
チーフエコノミスト

第10回 2026/２/２
分野横
断

杉山正和
東京大学 先端科学技術研究センター 
所長 ★

辻健
東京大学 大学院工学系研究科 教授
★

江村克己
福島国際研究教育機構(F-REI) 理事
★

矢部彰
新エネルギー・産業技術総合開発機構
TSCフェロー

後半シン
ポジウム

2026/4/23 ― ― ― ―

提言シン
ポジウム

2026/x/
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背景：世界共通の潮流
人類共通の課題解決の必要性が認識され、取り組みが加速している。

✓ IPCC（国連気候変動に関する政府間パネル）とCOP（国連気候変動枠組条
約締約国会議）での継続的議論、

✓ SDGs（2015年の国連サミットで採択された持続可能な開発目標）

✓ 経済安全保障、自然災害への対応、AIの進化

電力・エネルギー部門では、今後、長期の継続的かつ大規模な変革が起こる：

電化とセクターカップリング

再生可能エネルギー導入

分散型システム

価値のシフトとマネタイズ

大規模エネルギー貯蔵と新たな二次エネルギー

交流電力システムの質的変化

近年の世界的な蓄電池導入、大規模需要急伸

変革は、供給側のみではなく、需要側、流通ネットワークと、全分野に及び、長期の
取り組みが求められる。

電力システムの潮流
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序文

➢ ・・・継続的な議論を行った結果共有された最も重要な認識は、問題の本質が「技
術不足」に加え、「統合設計の不足」であるという点であり、その原因として意思
決定に必要な知識・人材の基盤の課題が指摘された。

➢ 一方で、議論を進める中で、もう一つの課題が浮かび上がった。日本には、高度な
技術力、運用力、現場知が存在する。・・・電力・エネルギーを取り巻く環境が急
速に変化する時代においては、・・・不断に学び、検証し、改善・刷新する仕組み
そのものが重要になる。

➢ 本プロジェクトでは、PMUなど新たな計測、データ・モデルの共有、エビデンスを
踏まえた意思決定、事後レビューなどについても議論が行われた。これらは・・・
実際には、「社会がどのように知識を積み重ねながら未来を設計するか」という、
本質的な課題へつながる。今後必要となるのは、電力・エネルギーインフラの高度
化にとどまらず、社会全体で知を共有し、学び、検証し、更新し続ける「知識基
盤」とそこから育つ「人材」による社会インフラまでの統合設計である。

➢ 本報告書では、・・・電力・エネルギーシステムの将来像と、その実現に向けた制
度・市場・社会システムの在り方、さらにそれを支える意思決定プロセス、知識基
盤、人材育成について体系的に整理し、将来に向けた中長期アクションプランとし
て６つの提言を取りまとめた。
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1.3 本報告書の構成・読み方

➢ 本報告書は、以下の構成である。本文では第2章において構造変化の整理を行い
、第3章から第5章で技術、制度、意思決定の課題を分析し、第6章において統合
設計の視点を提示し、第7章において提言とその実施の枠組みについて述べてい
る。

✓ 第2～5章  ：10回の会合と2回のシンポジウムの要旨に基づく知見
✓ 第6章   ：知見の体系的整理と統合設計の枠組みとS-I-L-K
✓ 第7章   ：プロジェクトとしての提言
✓ 用語・概念集：発言録要旨 ：発言録に基づく各回の議論の要旨

本報告書については、読者の関心や目的に応じて、以下の読み方を推奨する。

• 全体像を把握したい読者
概要 → 本章 → 各章節 → 提言

• 特定テーマを深く理解したい読者
用語・概念集 → 主要解説節 → 発言録要旨 → 発言録

• 提言の根拠を確認したい読者
提言 → 関連章節 → 発言録要旨 → 発言録

用語・概念集

報告書本文(第2～5章→第6章→第7章(提言))

発言録要旨

発言録
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キー技術・キーシステム技術
項目 需要 電源 PV 風力 HVDC インバータ 送電網 配電網 貯蔵 運用 小売り 需要機器 IT応用 解析I；電力 解析II：エネルギー 市場 政策

討議担当 岩船由美子 原亮一 大関崇 紺谷怜央 中島達人 馬場旬平 山本敏之 飯岡大補 江村克己、荻本和彦 河辺賢一 渡邊裕美子 芳澤信哉 石井英雄 辻隆男 小宮山涼一 山口順之 杉山昌広

閲読委員 下田吉之 中澤治久 加藤丈佳 本庄暢之 岡本浩 北條昌秀 山口博 林泰弘 餘利野直人 五十嵐仁一 石亀篤司 奈良宏一 井上俊雄、北裕幸 藤井康正 浅野浩志 戸田直樹

1.分野イメージ 従来型の水力・火力・原子力・その

他同期機電源

・場所による分類（住宅、非住宅

建物、地上低圧、地上高圧、地上

特高、独立型。地上は水上、営農

など）

・売電方式による分類（需要地近

接：自家消費/オンサイトPPA、需

要地遠隔：FIP/オフサイトPPA、ア

グリゲーション、

・フェーズによる分類（事前評価→

EPC→O&M→リプレース/リパワリン

グ/撤去、リサイクル）

・発電機による分類（陸上、洋上

着床、洋上浮体、大型、小型、水

平軸、垂直軸、カイト）

・売電方式による分類（FIT/FIP、

PPA）

・フェーズによる分類（事前評価→

EPC→O&M→リプレース/撤去）

[適用分野]

・長距離送電

（ケーブル50km

　以上，架空線

　500km以上)

・異周波系統連系

 （周波数変換）

・交流系統間

　ループカット

[技術要素]

・システム化技術

・変電技術

・送電技術

[適用分野]

・再エネ連系

・分散型需要・蓄電連系

・水電気分解入力

・FACTS機器

・機器ドライブ

[技術]

・素子

・回路方式

・電流型/電圧型

送電線

・架空、地中ケーブル、海底ケーブル

・電圧

変電所

・機器

・FACTS機器

・変換機

接続変更/事故復旧

長期の設備計画と建設

長亘長・多数の設備の保守

配電線

・架空、ケーブル

・電圧，高調波

調整機器

・LRT，SVR，SVC，STATCOM

計測機器

・センサ付開閉器，スマメ

接続変更/事故復旧

長期の設備計画

多数の設備の保守

揚水

蓄電池

圧縮空気貯蔵

液体空気貯蔵

キャパシタ

熱貯蔵：顕熱/潜熱、躯体蓄熱

燃料貯蔵：H2・化合物（アンモニ

アなど）

その他

TSO,DSO

（長期計画）

送配電網管理

補修計画

系統接続計画

接続条件

アデカシー計画

電力品質計画

接続条件計画？

供給計画

供給力・調整力の調達

年間作業停止計画

広域系統長期方針

系統混雑に関する中長期見通し

無効電力の運用

系統安定化制御

（接続）

接続管理

接続検討

（短期の需給/系統運用）

需要予測

発電予測

調整力調達

GC語運用

電源/系統事故対応

特定卸供給事業者（アグリゲー

ター）としての事業も含む

（事業）

小売り料金設計

電源確保（相対契約、市場）

需要管理

デマンドレスポンス

蓄電

（バランシング）

需要予測

発電予測

需給計画

電源の運用

インバランス管理

（その他取引）

容量市場

需給調整

混雑解消の調整力

その他アンシラリーサービス

家庭・業務

・分散型機器DER

  電源：PVなど

　能動化需要：HP給湯機、EV充

電

　エネルギー貯蔵：蓄電池、ケミカル

産業レベル

　電源：-

　能動化需要：データセンター・AI

学習、

　　　　　　　　　　水電解

　エネルギー貯蔵：LAES、フライホ

イール他

ユーティリティーレベル

　DAC（Direct Aiar

Capture）、

　CCS（収集、輸送、貯蔵）

集中型設備の管理、制御、保護

分散型システムの管理・制御

通信規格・データモデルの標準化

（国内／国際）

（導入・普及）

・機器のDrreadyの仕様標準化

・ITインフラ整備

（運用）

・アグリゲーション

・エネルギー市場、需給調整・混雑

管理市場の運用システムへの統合

ITインフラ

・スマートメータ

・需要側ゲートウェイ

現象の理解・課題解決のために計

算機を含めたシミュレーション等を行

い、判断材料を得ること。

目的

・現象分析・評価

・機器・システム設計

例)電磁界、インバータ設計、併設/

系統用蓄電池、機器・システム保

護

・設備・投資計画

例)送配電網、連系解析

・政策・制度・技術の検討・評価

例)3E、グリッドコード、DER活用、

発・蓄・送配・需要技術

・運用計画、毎日の運用

例)システム運用、市場入札、機器

運用、燃料調達

・事故分析・対策評価

・技術開発の分析・評価

例)蓄電技術

・基準/標準策定

・人材育成

エネルギーシステムの理解・課題解

決のために計算機を含めたシミュレー

ション等を行い、判断材料を得るこ

と。

目的

・将来シナリオ策定・評価

例)2050CNシナリオ

・投資計画・評価

例)エネルギー・電力関連設備の投

資計画や運用計画、エネルギーサプ

ライチェーンの評価(生産、輸送、貯

蔵、消費)、CCUSや蓄エネルギー

技術の評価

・政策・制度検討・技術評価

例)3E、省エネ、電化、合成燃料、

炭素税、各エネルギー技術

地域により制度が異なるが、毎日の

運用におけるエネルギー（kWh）と

アンシラリーサービスの調達から始まっ

た。

その後の環境変化の中で、以下の

拡充が進行中

・容量市場

・アンシラリーサービスにおける各種ち

う勢力、慣性、無効電力・電圧調

整

・分散型資源の市場参加

エネルギー(kWh)価格低下見通し

の中での再設計の議論

国・地域の単位で、科学的エビデン

ス（証拠）に基づく政策形成の制

度、仕組み、能力を高める必要性

がある。

2.求められる姿、期待され

る役割

安定需給、電化、調整力 安定運用、調整力、燃料確保、ス

トレングス

ａ．低廉な発電コスト（出力抑制

との関係）

ｂ．需給調整力の供給（kWh価

値のみで成り立たたない場合。個別

発電事業、系統全体での出力抑制

量低減。PV+蓄電池、アグリゲー

ションなど）。

ｃ．地域との共生：必要な導入規

模で場所異なる。需要地近接(建

物)から入れて不足すれば需要地遠

隔（地上）。

シナリオで異なること。

・需要変化によっては、出力抑制量

がかわる？

・他の電源の供給量次第でPVが必

要な量が決まる。

　- 設置場所が建物、需要地近接

で足りる場合：オンサイトPPA/自家

消費に必要な蓄電池量、小型シス

テムが数体的に多い。アグリゲーショ

ン。

   - 設置場所が建物、需要地近接

で足りない場合：オフサイトPPA/市

集中/需要変化大シナリオで特に重

要：

　ａ．低廉な発電コスト

　ｂ．需給調整力の供給

※原発やカーボンフリー火力とシェア

争い

分散/需要変化小シナリオで特に重

要：

　ｃ．地域との共生

※PV+蓄電池に対する差別化

・再生可能エネル

　ギーの大量導入

　を牽引

・レジリエンス強化

・広域電力取引へ

　の一層の活用

・系統制御機能の

　一層の活用

・環境変化に対する分散型資源とし

ての機能の適応

・グリッドサービス提供

・同期機の運用容量低下への対応

・相互干渉の影響の低減

・電源、需要、配電網の接続

・損失低減

・品質維持（周波数、電圧）

・設備計画

・安定な需給・系統運用

・レジリエンス（耐自然災害など）

・新技術の電源・蓄電・需要制御へ

の対応

・システム管理者としての設備計画、

運用計画

⇒新規の接続への対応

⇒IBR増加、慣性低下など新たな

課題への対応

・多様なプレーヤーへの公平な役

割・機会の提供

・全国的な送電網と地域の配電網

の協調統合（需給、混雑、市場

カップリングなど）

・電源、需要、配電網の接続

・損失低減

・品質維持（電圧，高調波，停

電）

・設備計画

・安定な需給・系統運用

・電気保安の確保

・レジリエンス（耐自然災害など）

・システム管理者としての設備形成

の合理化、運用管理の高度化

⇒新規の接続への対応

⇒人口減への対応

⇒データセンターなど局所的な需要

増

⇒IBR増加、正味需要の変動増な

ど新たな課題への対応

⇒効率的な設備形成

ユースケースとして整理を継続

電力

送配電

・アービトラージ

・kW確保

・需給の一致

・混雑管理

供給側

・出力管理

需要側

・停電回避

・経済性改善

エネルギー

P2Gなど

一般送配電事業者は、送電用及

び配電用の電気工作物により、その

供給区域において託送供給および

発電量調整供給を行う。

出力が変動再エネの大量導入と

データセンターなど大規模需要への

対応のため、送配電網の増強、混

雑管理を含むシステム運用の高度

化と電圧・周波数などの電力品質の

維持、ブラックスタート能力の核の行

動かが急務。

燃料確保、再エネの一週間を超え

る出力低下への対応なども求められ

ている。

・発電事業者から電力を調達し、送

配電事業者の送電網を利用して契

約した需要に電気を届け、料金を受

け取る

・需要家に対する、省エネ、電化、

再エネ利用、需要柔軟化（デマンド

レスポンス）等に関する情報提供、

支援。また需要柔軟性の各種市場

を通したマネタイズと需要家還元

・PPA契約等を通じた再エネ・蓄電

池投資の安定化

従来、供給側が担ってきた電力シス

テムの運用における各種のサービス

（アンシラリーサービス、システムサー

ビス）を適切な範囲で代替する。

需要側の本来の役割を可能な範囲

で維持・向上する。

電力需給全体の3E（経済性、安

定性、環境性）に貢献する。

社会全体のシステムとの関わりによ

り、需要機器の価値をより向上し、

社会全体の効用の向上に貢献す

る。

従来、電力システムにおいて、集中

電源、送変電設備の運用段階での

モニタリング、制御・保護を担ってき

た。

分散型システムDERが、多数、かつ

多様に導入される段階では、それら

を含めた運用の管理・制御、設備

管理に対象が広がる。

立場・目的の異なる多数の事業者

と使用する情報システムが連係する

必要があり、全体としてのシステム

アーキテクチャ、システム・機器間の

相互接続性、通信・データ授受の標

準化が必須。

電力システムの運用・設備形成にお

ける3Eに貢献するとともに、サイバー

セキュリティなどITシステム全般への

要請を満たし、システムの安定性、

効率性、安全性の維持・向上が求

められる。、

・模擬範囲：物理的、制御、制度

・解析精度

・効率性

・指標のもとでの最適化

・不確実性の扱い

・極端事象を含む多様な環境・条

件の再現

例)同期機現象影響、

・現象の可視化

技術・制度・環境を統合的に考慮

し、精緻化と効率化を両立しつつ、

不確実性にも対応できる分析基盤

の構築

分析結果を多様な利害関係者に

対して可視化し、意思決定に資する

役割を果たすことを期待

市場取引を通した運用最適化によ

る、毎日の電力システム運用の3E

の実現

設備投資に関する

市場価格シグナルの発信

3Eに向けた資源最大活用のための

技術中立な仕組みの導入

技術を含む環境変化に伴う制度整

備と連系した継続的な改善

長期的な取り組み（気候変動対

応など）では、目標設定、資源配

分、人材育成等、政策は不可欠か

つ大きな役割を果たす。

他方、社会、技術が大きく変化する

中で、長期の社会・設備の形成に

関する政策においては、政策自体の

リスク大きい。

政策本来の役割に加え、環境変化

の中で、継続的に改善できることが

重要。

3.段階的移行のためのキー

技術

高効率、シフト・不足時対応、予測 最小負荷・負荷変化速度、起動/

停止時間、新燃料/方式

需給調整機能（GFM、各需給調

整市場商品）、多様な場所への設

置、シームレスな予測誤差低減

長翼化・輸送、リモート点検、再エ

ネ制御、防災電源化

・1GW級自励式

　変換器と525kV

　級直流海底ケー

　ブルは技術確立

・多端子送電には

　500kV級直流

　遮断器の実用化

　必要

・大容量素子

・GFMインバータ

・遠隔監視・更新

・解析モデル

・PHIL試験

・直流送電全般

・変電機器（含ポストSF6）

・調整機器（FACTSなど）

・ホスティングキャパシティ管理

・設備状態把握

・設備管理・劣化判定

・送電線、直列機器の運用容量拡

大（DLRなど)

・ドローン・AI

・ダイナミックレーティング

・インバーター電源の高機能化

・新配電方式（地域マイクログリッド

など）

・調整機器（LRT，SVR，

TVR，SVC，STATCOM）

・ホスティングキャパシティ管理

・設備管理・劣化判定

・直列機器の容量管理・拡大

（？）←配電分野の直列機器は

SVRとかのこと？

・インバータ電源の高機能化

・ICTに関する機器（センサ付開閉

器，スマメ，通信網）

・電力設備の小型化

個別技術の特性・経済性改善

充放電・貯蔵放出のインターフェース

技術、ユースケースに即したインフラ

技術

（長期計画）

・需要予測

・出力予測

（短期計画）

・需要予測

・出力予測

（接続検討）

・高調波解析

・電圧変動解析F

・潮流解析

・短絡容量解析

・供給力や調整力の必要量算出

・高速調整力、慣性応答が可能な

機器

・需要管理・解析

　・ミクロな発電・需要予技術

・需要把握・制御

　・スマメ機能

個別の機能向上（機能、効率、安

定性ほか）

例）EV：走行特性、安全性、耐

久性、充放電効率・アイドリング時

損失、ソフトウェアの書き換え

電力システムを含む外部のシステム

との相互接続性の向上

例）Drready、特定計量機能

周波数・電圧の変動などを含めた、

外部の擾乱要因に対する安定運

転、運転継続、安全停止

例）DERの連鎖脱落

　　　DCの連鎖脱

（電力システムとの関係で）

ゲートウェイ技術

次世代スマートメータIoTルート機能

機器のモニタリング、制御、保護のた

めの通信プロトコル、情報モデル

サイバーセキュリティ確保

国際標準との整合性を満足しつつ、

機器開発者や事業者が従うべきガ

イドラインの制定、認証

・定常状態の解析

例)潮流、最適潮流、DCOPF、

ACOPF

・各時間領域の動的解析

例)周波数、電圧

・大規模・高粒度解析

例)EMT、送配電網、DER

・モデル

例)GFM、火力発電、大規模需

要、人間・社会の応答

・モデル推定

例)需要特性、DER群、日射・風

速

・データの収集・判別・推定

例)PMU

・地理的・時間的・技術的な解像

度の向上

例)高解像度の気象・需要データ,

都市・地域レベルの分散型資源量,

詳細時間粒度での需給変動,多様

なエネルギー供給・需要機器

・モデル

例)エネルギーインフラに関する情報

(電力・ガスなどの基幹インフラ)

・データの収集・判別・推定

例)国・地域別のエネルギー需給統

計、電力市場データなど

多様な技術の特性の反映

・集中型電源の起動停止、最低運

転電力、負荷変化速度

・再エネの出力および予測誤差の予

測

・分散電源のアグリゲーションを含む

扱い

・蓄電池付帯電源、データセンター

など複合設備の扱い

・貯蔵、分散資源、複合設備など、

最適化システムの効率的な解法

データ収集・分析を通して、社会・技

術の動向に関して、社会・技術の動

向に関する情報を適正に抽出する

技術

4.段階的移行のためのキー

システム技術

需要側エネマネ、アグリゲーション、

予測・推定

最小負荷、起動時間、短期～長

期調整力、燃料貯蔵量

需給調整市場の再エネ向け商品、

グリッドコードの具備、適用とマネタイ

ズ方法（市場、義務）、低コスト

調達、地域共生、土地利用の最適

化

需給調整市場の再エネ向け商品、

グリッドコード

・多端子制御保護

　は開発済み

・日本沿岸の露岩

　海域に向けたケ-

　ブルの防護・敷設

　技術は開発中

・各種安定化支援

・システムサービス

 -P/f・V/Q調整

 -単独運転

 -ブラックスタート

・EMT等解析のモデルとプラット

フォーム

・状態監視・推定の高度化（PMU

など)

・シミュレーション技術

・系統状況の指標化・閾値（アクセ

ス断面、運用断面）

・混雑・安定性管理(含DER、需給

計画)

・運用容量管理(含DLR)

・事故復旧/接続切り替え

・変換器接続増加への対応

・最適保守計画（点検、修繕、更

新）

・最適設備計画（増強、廃止）

・運用者向けツール・訓練

・大規模需要立地点の自治体・送

電系統との協調

・状態把握・推定の高度化(セン

サー・スマメ・DER活用)

・シミュレーション技術

・混雑/品質管理（含DER、

DERMSなど）

・直列機器の過負荷管理（？）←

配電分野の直列機器はSVRとかの

こと？

・事故復旧/接続切り替え

・DERの管理・運用

・最適保守計画（点検、修繕、更

新）

・最適設備計画（増強、廃止）

・ICTによる配電系統の見える化

・絶縁監視

送配電レベルのマルチ価値の把握と

最適運用

需要側でのマルチ価値把握と最適

運用

エネルギ全体での合成燃料の利用

体系にかかる技術

（長期計画）

・アデカシー

・混雑解析

・安定性解析

（短期計画）

・SCUC

・ACOPF

・事故解析

（モニタリング）

・事故/接続

・PMUデータ解析

（短期の運用）

・次期中給システム

・広域LFC

・監視・制御システム

・DERの統合運用システム

・需給ポートフォリオ分析

・料金・サービス設計

・卸市場価格予測（毎日、長期）

・インバランス管理

（モニタリング）

・スマメデータ

・制御技術（EMSの相互接続性の

拡大）

・ベースライン予測/計画

　（前日、当日、その他の時間レン

ジ）

　-需要、電源・貯蔵

　　　-個別

　　　-アグリゲーション

　　　-システム全体

　-調整可能範囲の予測（複数プ

ロダクツ）

　　  -個別

　　　-アグリゲーション

　　　-システム全体

・市場参加のための計画・制御機能

　　  -個別

　　　-アグリゲーション

・社会システムとの連携

　例)-EVと交通システムの連携

　　　-災害時の電源としてのEV配

置

エネルギー市場、需給調整市場の

各種プロダクツへのDER/アグリゲータ

参加を可能とするネットワーク仕様

アグリゲーションプラットフォーム

アグリゲーションに対応したDERの管

理（登録）、市場取引、計画・運

用システム

システム運用のためのモニタリングによ

る状態把握と緊急時の制御

システム障害に対する耐性、復旧機

能

サイバーセキュリティ要件の定義とガ

イドライン等の制定、認証の仕組み

・他の解析手法との連成

例)Hardware-in-the-

loop(HIL)、アグリげーータ、燃料貯

蔵

・解析規模の拡大

例)EMTにおけるエリアモデル、ローカ

ル系統・配電網

・他分野のシステムの連携・統合

例)エネルギー、ガスシステム、コミュニ

ティ、交通、燃料

・他の解析手法との連成

例)電力需給解析、ガス・石油需給

解析

・他分野の解析との連携・統合

例)電力、石油、ガス、輸送交通

運営の改善

・再エネ出力、極端気象、DR導入

など不確実性下のアデカシー確保

・ゲートクローズのリアルタイムにより近

い取、取引時間コマの短縮

・市場取引外の費用（UPLIFT）

の低減

　

市場運営インフラ

・取引の最適化ツール・手法

・システム運用との連携

・セキュリティ

エビデンスに基づく政策形成に向けた

システマティック・レビュー、システマ

ティック・マッピングのツール

(https://www.rayyan.ai,

https://elicit.com/)

5.キーデータ 需要家別需要・走行時系列、需要

の属性（例：家庭の家族構成・機

器構成）

運転範囲、インピーダンス、効率、制

御特性、慣性、燃料貯蔵量、その

他

電力需給解析による予見性確保、

太陽光発電からの柔軟性拠出の価

値評価、太陽光発電の最適な導

入場所評価

電力需給解析による予見性確保、

広域ならし効果、系統解析ツール

・直流送電設備の

　計画, 設計, 解

　析, 建設, 運用,

　保守に関する実

　際のデータ

・製品モデル

・調整力モデル

・配電網モデル

・設備・保守データ

・接続設備データ

・運用データ

・設備障害データ

・運用に影響する環境データ

・運用データ（潮流、周波数、電圧

など）

・設備・保守データ

・需要・接続設備データ

・運用データ

・発電、需要データ

・設備障害データ

・運用に影響する気象データ

・各技術の技術および経済性特性

の現状と将来予測データ

・貯蔵必要量を分析するための需

要・再エネの出力などのデータ

・電源・需要の新設/廃止の予想/

見通し

・送配電網接続・Z

・需要、潮流実績

・電圧・周波数実績

・設備/系統事故

・（PMUデータ）+L10

・需要の予測値および実績値（ノー

ド単位）

・再エネの予測値および実績値

（ノード単位）

・送電線潮流の計画値および実績

値（連系線および地内）

・需要実績（今後は機器別計量

データも）

・発電実績

・気象予測

・行動予測

・市場価格

・市場価格分析用のデータ

機器の利用実績、仕様

機器の利用実績を分析できる関連

データ

　・需要属性、気象、系統状態、そ

の他

連鎖脱落など大きな事故を再現・

分析できるデータ

ネットワークの運用特性

　例）応答遅延時間Latency

　　　　スループット

ネットワークによる障害の発生を再

現・分析できるデータ

サイバーセキュリティ情報、インシデン

トと対策

・需要：時系列、特性

・機器：電源・送配電機器・DER

の容量、運用範囲、制御系、建設

費

・運用データ：運用・管理方式、予

備力・調整力必要量、連系線運用

・事故・擾乱：想定事故条件

・燃料：価格、制約、新燃料

・再エネ出力変動データ

・設備最適化パラメタ：金利

・需要：電力、熱需要等の時系列

プロファイル、需要の弾力性（価格

弾力性、需要側調整可能量）

・技術・設備：エネルギー関連インフ

ラの設備容量、コスト(将来コスト低

減見通し等)、地理的配置（立地

制約、土地利用、接続制約）、定

検スケジュール、設備寿命、建設

リードタイム、技術特性（変換効

率、部分負荷効率）

・燃料：価格、輸送制約（パイプラ

イン・LNG受入能力など）

、CO₂など排出係数（環境制約）

過去の取引を含む実績データの蓄

積と活用

将来の市場設計のための将来デー

タ

再エネの出力予測のデータ

・出力予測

・信頼区間

・極端気象

気象・災害データの拡充

需要側データ収集の拡充

6.議論・研鑽の分野別コ

ミュニティ

電気学会、エネ資源学会、公共エ

ネルギー政策学会、建築学会、空

気調和・衛生工学会

電気学会、日本原子力学会、火

力原子力発電協会、原子力産業

協会、

電気学会、太陽エネルギー学会、

太陽光発電学会、エネルギー・資源

学会、気象学会、PVSEC、

EUPVSEC、IEEE PVSC、太陽光

発電協会、JEMA、PVTEC、

REASP、各種保守点検関係団

体、営農型関連団体、発電事業

者団体、IEA PVPS、IEC TC 82

・国内(学)：電気学会、エネル

ギー・資源学会、日本風力エネル

ギー学会

・国内(産)：日本風力発電協会、

WIND EXPO

・国際：IEA Wind、GWEC、

Wind Europe

・電気学会

・CIGRE SC-B4

・電気協同研究会

・NEDO事業

・産業界

 送配電事業者

 電機メーカー

 ケーブルメーカー

 送配電網協議会

 ほか

・電気学会

・CIGRE SC-C1,C6他

・電気協同研究会

・IEEE

・NEDO事業

・産業界

 送配電事業者

 電機メーカー

 送配電網協議会

 ほか

<学会関係>

・電気学会

・電気設備学会

・CIGRE

・IEEE

・電気協同研究会

・JESC（各専門委員会）

・IEC、JIS、JEC等の標準化委員

会

<産官学連携>

・NEDO事業

<関連団体・業界>

 JEMA、 JPEA、JWPA、JEA、

JET

 電気事業連合会・送配電網協議

会

 電力中央研究所、グリッドスカイウェ

イ、送電線技術建設技術研究会、

<学会関係>

・電気学会

・電気設備学会

・CIGRE

・IEEE

・電気協同研究会

・JESC（各専門委員会）

・IEC、JIS、JEC等の標準化委員

会

<産官学連携>

・NEDO事業，SIP事業

<関連団体・業界>

 JEMA、 JPEA、JWPA、JEA、

JET

 電気事業連合会・送配電網協議

会

 電力中央研究所、グリッドスカイウェ

イ、送電線技術建設技術研究会、

<学会関係>

・電気学会

・CIGRE

・IEEE

・電気協同研究会

・電気化学会電池討論会

・化学工学会

・水素エネルギー協会

・日本エネルギー学会

・IEC、JIS、JEC等の標準化委員

会

<産官学連携>

・NEDO事業，SIP事業

<関連団体・業界>

 電力関係は送配電・インバータなど

を参照

・電気学会

・エネルギー・資源学会

・CIGRE

・電気協同研究会

・IEEE

・NEDO事業

・産業界

 送配電事業者

 電機メーカー

 送配電網協議会

 ほか

＜学会関係＞

・電気学会（B部門、C部門）

・エネルギー・資源学会

・BECC（寄稿変動・省エネルギー

行動会議）

※小売電気事業者やアグリゲータが

標準的に集まる学会がない

＜関連団体・業界＞

・電気事業連合会

・電気事業低炭素社会協議会

（ELCS）

・再エネ推進新電力協議会

（REAP）：地域新電力等

・再生可能エネルギー長期安定電

源推進協会（REASP）：再エネ

発電側も多いが小売側取組も有り

<学会関係>

・電気学会（B部門，C部門）

・エネルギー・資源学会

・CIGRE

・IEEE

・電気協同研究会

・JESC（各専門委員会）

・IEC、JIS、JEC等の標準化委員

会

<産官学連携>

・NEDO事業，SIP事業

<関連団体・業界>

 JEMA、 JPEA、JWPA、JEA、

JET

 電気事業連合会・送配電網協議

会

 GDBL，Agoop等のデータ会社

自動車OEM，充電インフラ会社

＜学会関係＞

・電気学会（B部門、C部門、D部

門）

・電子情報通信学会

・IEEE

・CIGRE

＜関連団体・業界＞

・電気事業連合会

・送配電網協議会

・日本電機工業会

・エネルギーリソースアグリゲーション事

業協会

・情報通信研究機構（NICT）

・情報処理推進機構（IPA）

・電気学会

・エネルギー・資源学会

・IEW

・IAEE

・官公庁

経産省、電力広域的運営推進機

関、環境省

・産業界

 エネルギー事業者(電力、石油、ガ

ス他)

 メーカー

 ほか

<学会関係>

・電気学会

・CIGRE

・IEEE

<官公庁>

経産省、電力広域的運営推進機

関、環境省

<産官学連携>

・NEDO事業，SIP事業

<取引所>

JEPX, EPRX，東京商品取引所

<関連団体・業界>

JEMA、 JPEA、JWPA

電気事業連合会・送配電網協議

会

一般送配電事業者

エネルギー・資源学会

環境経済・政策学会

公益事業学会

研究・イノベーション学会

ただ、日本の知見不足のため、より

広く国際的な研究コミュニティの関与

が必須

7.人材育成分野（教育・

研究・産業など）

省エネ、家庭/業務/産業エネマネ、

需要分析/予測

設計、運用解析 設計・施工者不足の懸念（FIT前

後の設計・施工知見の蓄積が不十

分）電気主任技術者の不足、大

学における太陽光発電の基礎講座

送電線人員、風車保守要員 NEDO予算にて

直流送電分野の若手人材育成の

特別講座を開始。

(東京都市大,

徳島大,東工大)

電力系統工学とパワーエレクトロニク

スの双方に精通した人材の不足

・電力系統工学とパワーエレクトロニ

クスの双方に精通した人材

・データ分析・AIなどデジタル人材

・電工作業員の確保・育成

・電力系統工学とパワーエレクトロニ

クスの双方に精通した人材

・データ分析・AIなどデジタル人材

・電工作業員，電気主任技術者の

確保・育成

・配電事業ライセンス，地域マイクロ

グリッドを活用できる人材

・蓄電池：蓄電池に加え電力系統

工学、パワーエレクトロニクスのに精

通した人材

・水素等：化学工学、電力にケミカ

ルの貯蔵・輸送・利用を含めたシス

テム工学などに精通した人材

・電力系統工学とパワーエレクトロニ

クスの双方に精通した人材

・電力系統工学の基礎知識と、各

種市場に関する知識、制度文書を

読み解く力

・データ分析・AIなどデジタル人材

・電力系統工学の基礎知識を持

ち、数理最適化に精通した人材

・電力系統工学の基礎知識と、各

種市場に関する知識、制度文書を

読み解く力

・データ分析・AIなどデジタル人材

・エネルギー需要，電力系統工

学，土木・交通に精通した人材

・データ分析・AIなどデジタル人材

・情報通信に関する基礎知識を有

する人材

・サイバーセキュリティの専門人材

・エネルギー分野全体に精通した人

材

・エネルギーの特性、システム、制度

に関する知識

・データ分析・AIなどデジタル人材

・エネルギーモデルに精通した人材

・電力系統工学の基礎知識と、各

種市場に関する知識、制度文書を

読み解く力

・データ分析・AIなどデジタル人材

・予測やリスク評価に精通した人材

・数理最適化に精通した人材

・確率モデルに精通した人材

8.競争力へ直結するキー

ワード

サプライチェーンリスク、サーキュラーエ

コノミー；リサイクル、グリッドコード

苛酷な気象・海象への適合、メンテ

ナンス性

・直流送電関連の

　企業数は限定的

・国際競争力は，

 海外企業の買収

 や提携で入手

・海外では系統運

 用者による他国コ

 ンサルも活発

・価格競争力のある製品の開発

・国際規格への適合と提案

・新技術・再エネ・既存技術・NW対

策を統合した運用

・電源・NW・需要への投資の全体

最適

・保全のデジタル化（少人化、効率

化）

・新技術・再エネ・既存技術・NW対

策を統合した運用

・再エネ導入量増大を考慮した効

率的な設備形成

・保全のデジタル化，スマート化

（少人化、効率化）

・地域マイクログリッドによる産業活

性化

・貯蔵の適用単位、地点などによる

価値評価、制御設計に基づく運用

・再エネ導入量増大に伴う役割と必

要量の変化の定量想定

・多数設備の運用最適化保全のデ

ジタル化

・電力以外のニーズとの組み合わせ

・新技術・再エネ・既存技術・NW対

策を統合した運用

・電源・NW・需要への投資の全体

最適

・デジタル化・スマート化（少人化、

効率化）

・電気事業以外の分野との協調

・他分野連携

　WEBマーケティング、ゲーミフィケー

ション／金融工学／IoT機器等／

サイバーセキュリティ

・セクターカップリング・システム社会

連携

・デジタル化・スマート化

・DER，DSR，DERフレキシビリ

ティ

・DR・VPP，DR ready

・戦略的標準化（国内外） ・最適化：生産・輸送・貯蔵・消費

にわたるシステム全体コスト最小化。

投資、運用、環境負荷低減の同時

最適化。

・柔軟性：需給変動に対応するた

めの蓄エネ・需要制御(DR)等の統

合的計画管理

・レジリエンス：災害・地政学リスク・

稀頻度事象に対する強靭性と回復

リスク評価，データ分析，数理最

適化，投資理論

9.リスク 地域共生（事故）、サプライチェー

ンリスク、エネルギーストレージコスト

日本に適した機種がなくなるリスク、

資源リスク、廃棄物リスク、原材料

高騰、為替

・系統整備政策の

  一貫性

・国際情勢不安に

　よるエネルギーセ

　キュリティリスク

・コモディティー化・競争力低下による

メーカーの撤退(デバイス、製品)

・作業員不足・サプライチェーンの不

足によるにより投資停滞

・高経年設備の故障多発

・NW設備の利用率低下による料

金上昇

・値上げできず投資回収困難により

投資の停滞

・技術者不足（電力会社，メー

カー，電工作業員，電気主任技

術者など）

・技術のブラックボックス化（技術継

承に関する問題）

・高経年設備の故障多発

・再エネ導入量増大による設備形

・ユースケースによる段階的な必要

量・機能の見誤り

・ユースケースに関するその他の見誤

り

・社会への大規模導入のインパクト

・電力品質の低下

・電気料金の高騰

・脱炭素の未完

・人材不足

・サイバーセキュリティ

・他業種との融合・サービス化による

需要の柔軟性の縮小

・サイバーセキュリティ

・データセキュリティ／プライバシー

・システム設計の複雑化

・サイバーアタック

・EMP

・分析結果の信頼度、不確実性

・解像度不足：地理的・時間的・

技術的な解像度

・ブラックボックス化：最適化やAIモ

デルの解釈性

・社会的受容性の評価：技術、イ

ンフラ

行政指導への依存

産業政策と市場設計の違いの混乱

10.提言先 各省庁、電力会社、都道府県 各省庁、電力会社、都道府県 各省庁，電力会社，メーカー 各省庁，電力会社，メーカー 各省庁、自治体、電力会社，メー

カー、大学・高専・高校

各省庁、自治体、電力会社，メー

カー、大学・高専・高校

各省庁、自治体、電力会社，メー

カー、大学・高専・高校、災害対応

各省庁、自治体、電力会社，メーカー、大学・高専・高校各省庁，電力会社，メーカー 各省庁、自治体、電力会社，メー

カー（電機メーカー、自動車）、大

各省庁、電力関連事業者、メー

カー、大学・高専

各省庁、自治体、エネルギー事業

者，メーカー、大学・高専・高校

各省庁，電力会社，メーカー、大

学・高専・高校

・場所による分類（住宅、非住宅

建物、地上低圧、地上高圧、地上

特高、独立型。地上は水上、営農

など）

・売電方式による分類（需要地近

接：自家消費/オンサイトPPA、需

要地遠隔：FIP/オフサイトPPA、ア

グリゲーション、

・フェーズによる分類（事前評価→

EPC→O&M→リプレース/リパワリン

グ/撤去、リサイクル）

・発電機による分類（陸上、洋上

着床、洋上浮体、大型、小型、水

平軸、垂直軸、カイト）

・売電方式による分類（FIT/FIP、

PPA）

・フェーズによる分類（事前評価→

EPC→O&M→リプレース/撤去）
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7.1 中長期のアクションプラン
➢ 本章では、この枠組みを踏まえ、プロジェクトで共有した第6章までの議論に基づく

中長期のアクションプランを６つの提言として整理する。

➢ 提言1から提言3は、第2～4章で整理した環境の変化、技術・システムおよび制度の課題
を踏まえ、今後の電力・エネルギーシステム及び社会インフラが目指すべき方向性である
。これらは、「何を実現すべきか」を示し、主としてStrategy及びIntegrityの視点による
ものである。

➢ 提言4から提言6は、第5章で整理した意思決定・データ・ガバナンスの課題及び第6章で
整理したS-I-L-Kの視点を踏まえ、提言1～3を継続的に実現・改善するための仕組みの中
核である「意思決定」と、その意思決定を支える人材育成と知識基盤の継続的進化であり
、Leadership及びKnowledgeの視点によるものである。

➢ S-I-L-Kの視点に基づく中長期のアクションプランである6つの提言は「意思決定を接続
点とする二つの改善のサイクル（二つの環）の枠組み」に整理することができる。

S-I-L-Kの視点に元づっく長期PDCAの枠組みによる６つの提言
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提言1集中型/分散型資源 が協調する需給構造への転換
➢ 本プロジェクトでは、電気自動車、ヒートポンプ熱供給などの需要、蓄電池などの

エネルギー貯蔵、太陽光や風力などの再生可能エネルギーの分散型資源さらには大
規模需要の導入拡大への対応が繰り返し議論され、集中型資源と分散型資源が、送
配電網・燃料供給・情報通信網などの電力・エネルギーシステム全体の中で、それ
ぞれの特性を活かして協調するシステム構築の重要性が共有された。

（中略）

➢ このため、集中型・分散型を対立概念として捉えるのではなく、需給調整力をはじ
めとする将来の多様なニーズの拡大のもと、多数の分散型資源が電力システムの運
用に能動的に参加し、それぞれの多様な特性を活かして分散型資源と集中型資源が
協調する需給構造への移行を進める必要がある。

➢ 立地、社会受容性、運転特性、廃止・廃棄などに特徴を持つ電力システムを構成す
るすべての要素を、その特性に応じて社会が求める機能にもとづき選択し、多数の
分散型資源が自律的に機能する運用体系を確立することで、電力・エネルギーの新
たな需給構造を実現することができる。・・・・

➢ 今後は、この移行を推進するために、発電事業者、小売事業者、市場参加者、送配
電事業者、需要家、アグリゲータ、市場運営者、メーカー、規制機関などあらゆる
ステークホルダーが明確なルールのもとで競争・協調し、グリッドコード等の制度
・政策を通じて予見可能な形で示される機能や価値のもとで、集中型資源、分散型
資源、各種ネットワーク、管理制御技術を実装することが求められる。
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提言2 政策設計・市場設計・システム運用の継続的改革
➢ ・・・これまでの政策・制度設計では、主として従来電源による経済性と最大需要

に対する安定供給が重視されてきたが、今後は分散資源が集中型資源と協調して、
低廉なエネルギー、アデカシー、安定運用、脱炭素、レジリエンス、経済安全保障
などの多面的な価値を実現する必要がある。

➢ そのためには、市場設計では、・・・参加しやすく、地域性や適時性を持つ多面的
価値を適切に評価できる市場への再設計が必要である。また、政策設計では、自由
な競争を実現する市場設計と並び、規制、補助金などの政策ツールを、長期の目的
に即した役割分担のもとで顕在化している供給責任やレジリエンス確保などの方向
性と整合的なものにする必要がある。

➢ 今後これらを実現するためには、短中期的には市場が変革の制約とならないよう、
海外で実績があるエネルギーと調整力の同時最適化市場とそれを支える管理・制御
技術の早期導入が必要である。（中略）この市場とシステム運用の再設計による改
善では、分散資源を含めた多様、多数の市場参加者に制度面の改善に関する長期的
な見通しを与える必要がある。

➢ 中長期的に必要な投資の確保は、世界的に課題認識され各国で模索が続いている。
発電部門は、・・・送配電部門と同様にアデカシーなど全体の価値の裨益をリソー
ス全体で支える公共財的な性格が求められる傾向が強まっている。

➢ 外部環境および技術革新などの不確実性のもとでの政策としては、個別の技術導入
に加え、市場、補助金、規制などそれぞれの効果・価値を定量的かつ技術中立的に
評価し技術館の競争を確保し、それぞれの設計に反映することが不可欠である。
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提言3 社会インフラ移行の統合設計への貢献
➢ 本プロジェクトでは、・・・電力システムとAI、ICT、モビリティ、水素、データ

センターなど新たな技術との融合が繰り返し議論された。これらは単なる新たな需
要の出現ではなく、電力・エネルギーを含めた社会インフラ構造そのものの変化を
示している。また、サイバーセキュリティ、経済安全保障、災害や資源制約に対す
るレジリエンス、データ主権の重要性も高まりつつあることが繰り返し議論された
。

➢ これらに対する対応としては、経済効率性に加え、冗長性、多元性、回復力を備え
た電力・エネルギーシステムを、社会インフラ移行の中に適切に位置づけ、その一
部として統合設計することが重要である。

➢ このためには、「電力×○○」を基本理念とし、・・・社会インフラ全体を俯瞰し
、情報、モビリティ、熱、燃料などのセクターカップリングを含めた統合的な社会
インフラの将来像の検討を進める必要がある。・・・

➢ なお、統合設計においては、複雑なシステムのモデル化が求められ、価格などの限
られたパラメータでの連携、ソフトリンクなどの疎な結合に留意するとともに、技
術の限界と物理的制約を直視することが重要である。

➢ 今後は、・・・産学官がそれぞれの分野を超えて継続的に議論する場を整備し、従
来の電力、エネルギーの枠を超えた統合モデル、指標による価値の可視化による将
来検討が必要となる。統合モデルでは、・・・多様な側面が対象となる。価値とし
ては電力・エネルギー分野での調整力・貯蔵などの新たな価値、需要・地域・社会
全体の費用低減、供給側と需要側双方のレジリエンスが重要とされている。
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提言4 中長期視点での意思決定プロセスの構築

➢ 本プロジェクトでは、・・・電力・エネルギーシステムは、・・・単一の組織や分
野で将来像を描き意思決定することは困難との認識が共有された。

➢ また、「誰が・どのように意思決定するか」というLeadershipについては、多様
なステークホルダーを結び付けて異なる専門知を統合して、中長期的な方向性を継
続的に形成・修正していく司令塔機能が繰り返し議論された。

➢ 多様なドライバーが相互に影響しながら変化する中での社会インフラ移行の統合設
計の意思決定には、多様な立場と価値観を持つ主体の参加により、広い視野を確保
しつつ長期的な方向性を継続的に議論し、論拠を残しつつ、修正していく仕組みが
必要である。

➢ 今後は、・・・統合設計にかかる意思決定プロセスでは、技術や制度を分野を横断
して統合し、多様な主体の知識と判断を継続的に結び付けられる仕組みとするため
に、以下の条件の反映が必要である。

・多様なステークホルダーが参加した不断の議論の場の形成
・あるべき姿を不断かつ定量的に議論するための指標体系の設定
・データ、解析・評価ツールを活用し再現性が高いEIPM の推進

  ・設備計画、制度、設備形成を不確実性下で継続的に見直す長期PDCAの導入

➢ 本提言では、提言1～3の各分野についての継続的改善を導く意思決定プロセスが
、提言5の人材育成と提言6の知識基盤整備により不断に改善・刷新されることを
目指している。
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提言5 専門性と俯瞰性を備えた人材の育成
➢ 本プロジェクトでは、人材育成を個別分野の専門教育にとどめず、発電、送配電、

需要、情報通信、解析、市場、政策、社会実装など分野を横断して俯瞰できる能力
の育成と位置付けた。さらに、再生可能エネルギー大量導入、分散型資源活用、デ
ジタル化、AI活用、市場制度改革などが進展する不確実性の高い環境の中では、そ
の変化を予見するために電力・エネルギーシステムから社会インフラ全体を俯瞰す
ることが必要である。

➢ また、電力・エネルギーシステムを維持・変革していくためには、現場を支え、シ
ステムを運用・運営し、技術を計画・設計・開発し、データを使い、制度・標準化
・国際連系などの環境をつくり、社会全体とつながるという異なる役割を担う人材
をバランスよく持つ必要がある。

➢ 多様な専門家が協働し、それぞれの本来の活動から得られた知識を継続的に共有・
継承できるコミュニティを形成することが、今後の電力・エネルギーシステムを支
える重要な人材育成の基盤となり、また、知識基盤を活用することでそれぞれの意
思決定を支え俯瞰能力を高め、意思決定への参加を通して人材をより効果的に育成
できるという認識がが共有された。

➢ 個別の分野では、以下に例を挙げる、既存の教育体系に十分あてはまらない分野に
も留意が必要であり、現場設備の物理挙動や事故対応を理解し、PMUデータや系統
状態のデータをツールによりモデル化・解析できる、「ハイブリッド人材」が育つ
ことが望ましい。

➢ 今後の人材育成では、その活動を継続的に支える学習コミュニティと知識継承の仕
組みの形成が重要である。（以下、略）



19©2025 Ogimoto Lab.
Energy System Integration Social Cooperation Program 
Institute of Industrial Science, the University of Tokyo

提言6 知識基盤の整備と継続的進化
➢ ・・・電力・エネルギー、ひいては社会全体での不確実な環境における意思決定で

は、データとツールを利用可能とし、それによりシナリオや不確実性に対応して各
種指標を分析・評価することでデータを知識へ変換し、人間が利用する知識基盤を
整備することが重要である。

➢ 電力・エネルギー分野には、・・・多様なデータなどがある。・・・インバータ機
器大量導入に関わる各種の安定度解析や、モビリティや地域など社会インフラの統
合設計など、新たな解析ニーズに対応した新たなデータとツールが必要となる。

➢ 今後は、・・・多様なデータと解析モデルを整備し、解析・分析能力を始めとする
各分野の人材を育成できる環境を高めていく必要がある。その際には、データの利
用可能性の向上のためには、秘匿性や競争性に配慮しつつ、データと知識の共有を
促進することが必要である。また、スマートメータデータなどすでに蓄積が始まっ
たデータは、広く様々な用途に企業、大学、研究機関など様々な主体が少ない負担
で使用できることが必要であり、またPMUデータなど新たな技術により新しいニー
ズに適用できるデータの収集・蓄積を開始し、それを活用できる技術を開発し、結
果を反映できる実務プロセスをつくることが必要である。

➢ また、蓄積された多様なデータとツールにより、市場制度の検証を始めとして、技
術・制度・統合設計意思決定に関する事後評価を実施することができる。データ・
ツール・解析環境の共有を通じて形成された知識基盤を活用したEIPMによる意思決
定を通じて、需給構造、政策・制度の改善や統合設計が行われ、AI時代の人間の新
たな役割を実践することにつながる。
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7.2 提言の実施の枠組み

➢ ・・・以下の図に示す、S-I-L-Kの視点を反映し、上段の社会インフラの統合設計と
下段の人材育成と知識基盤の高度化の二つの環（ローリング）が意思決定を通して
接続するそれぞれの計画、実施、評価、改善の「長期PDCA 」の継続により、段階
的なプロセスの改善を継続的に進めることが重要である。
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7.2 提言の実装

第１の環



23©2025 Ogimoto Lab.
Energy System Integration Social Cooperation Program 
Institute of Industrial Science, the University of Tokyo

7.2 提言の実装

第２の環
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7.3 今後の課題

・・・早期の実効性を持たせるために遅滞なく継続すべき知識基盤にかかる検討課題
を以下に挙げる。これらに関しては早急に具体的取り組みを人材育成の観点を含めて実
施することが望ましい。

➢ AI、データ活用、人間の新たな役割を含む新たな取り組みの電力・エネルギー分野
への適用可能性の調査

➢ 電力・エネルギーから社会インフラ統合設計への知識基盤にかかる調査・整理
・基礎データの利用価値と整備（例：設備データ、運用データ）
・データ主権を確保した収集・蓄積・活用方針（例：エネルギー需要）
・データ主権を確保したデータ共有の考え方

➢ 意思決定における知識基盤の活用のユースケースの調査
・指標体系
・解析モデルの体系
・技術・制度評価の具体化方策

➢ 技術選択や制度再設計の効果・価値を評価できるデジタルツイン技術の調査

➢ 不確実性下における適応的戦略形成と継続的レビューの方法論の調査

➢ 新たな需給構造、制度の中で新たに発生が懸念される異常現象の早期発見のための
PMUを始めとする新たなデータ収集・蓄積・活用の調査
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おわりにーAI時代の知の公共基盤に向けて 

・・・本プロジェクトを通じて最終的に浮かび上がったのは、現在の電力・エ
ネルギーの問題は、個別の技術や制度の積み上げではなく、社会全体の統合設計
であり、それを支えるのは知識基盤とそれを使いこなす人材であるという認識で
あった。

（中略）

現在求められているのは、「変化し続ける社会をどう理解し、継続的に学習し
、設計・運営していくか」という課題への取り組み方法である。本プロジェクト
で繰り返し議論された・・・個別の課題は論点は、実は「知識や経験をどのよう
に共有し、社会全体として意思決定能力を維持・向上させるか」という共通の問
題意識である。

S-I-L-Kは、複雑化する社会インフラ問題を統合的に扱うための思考の視点で
ある。また、本会合を通じて共有された、第一の環が需給構造、制度、社会シス
テムの長期PDCAであるのに対し、第二の環である「データ共有、知識基盤の形
成、継続レビューの長期PDCAは、今後の電力・エネルギー分野を超えてAI時代
における人間の役割に重要な示唆を与える。本報告書は完成形を提示するもので
はなく、今後の不断の議論の出発点として位置付けられるべきものである。

本プロジェクトで形成された議論の枠組みと人のつながりが、今後も不断の知
識基盤の形成とその社会実装に貢献し、電力・エネルギー分野を超えた社会イン
フラの統合設計、さらにはAI時代における継続的な知の公共基盤の構築へとつな
がることを期待する。
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参考3 発言録要旨、参考4 発言録

参考3 発言録要旨 ：発言録に基づく各回の議論の要旨

参考4 発言録 ：議論の一次情報としての各討議会、シンポジウムの発言録
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今後の予定

今回のシンポジウムでの議論を含め、
10月の提言報告書の公開を目指します。



ご清聴ありがとうございました
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